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（注）・汚水処理人口普及率は、平成 13 年度末までは汚水処理施設整備率といっており、
    平成 14 年度末より名称を変更したものである。  
    ・汚水処理人口普及率は、下水道、農業集落排水施設等、合併処理浄化槽、コミュ  
     ニティプラントの汚水処理施設による整備人口の総人口に対する割合である。  
      ・汚水処理人口普及率は小数点以下２桁を四捨五入している。  
   ・平成２７年度調査は、福島県において、東日本大震災の影響により調査不能な市町

村（相馬市、南相馬市、広野町、楢葉町、富岡町、川内村、大熊町、双葉町、浪江
町、葛尾村、飯舘村）を除いた値を公表している。 

   . 福島県については、上記市町村以外でも東日本大震災に伴う避難の影響により
人口が流動していることに留意する必要がある。  


